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≪理事長から年頭のご挨拶≫ 

  
₴ ׄ  

   

 新年にあたり、謹んでごあいさつを申し上げます。 

 はじめに、近年、大規模な自然災害が全国で続いて発生してお

りますが、昨年も、豪雪や豪雨、台風、地震などにより多くの被

害に見舞われました。被害にあわれた皆さまに対し、心よりお見

舞いを申し上げますとともに、一日も早い復旧・復興をご祈念申

し上げます。 

 現在、JA グループは、組合員の多様な声に応え、その願いを実現していくことを最大の使命と

して、自己改革の徹底に取り組んでおりますが、今年は、JA グループや日本農業にとって、大き

な節目になります。 

 本年 3 月に第 28 回 JA 全国大会を開催し、今後 3 年間の JA グループの取り組み方針を決定し

ますが、基本的な考え方として、「創造的自己改革の実践」をすすめ、「農業者の所得増大」 

「農業生産の拡大」「地域の活性化」への更なる挑戦をはかっていくこととしております。 

 また、本年 9 月 30 日には、JA 全中は一般社団法人に移行し、農協法に位置付けられた 65 年

の歴史に幕を閉じます。組織形態は変わりますが、引き続き、総合調整機能や代表機能を発揮し、

JA グループのかじ取りに努めていく所存です。 

 農業面では、食料・農業・農村基本法が制定されて 20 年を迎え、見直しに向けた議論が開始さ

れます。食料自給率が引き続き過去最低水準となる中、「食」について改めて国民・消費者の皆

様とともに議論し、食料安全保障の確立に向けた取り組みを行ってまいる所存です。(次頁に続く) 
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一方、今年から国連による「家族農業の 10 年」が始まり、世界的に、家族農業が注目される年

となります。世界の食料のうち約 8 割が家族農業による生産で賄われていることから、家族農業

の意義や重要性が改めて高く評価されたものと受けとめています。持続可能な農業のためには企

業経営や大規模農業と同様に、家族農業や小規模農業の存在も不可欠であり、国連が取り組む「持

続可能な開発目標（SDGs）」にも家族農業の重要性が位置づけられています。 

JA グループの一員である IDACA は、1963 年に JA 全中が設立して以降、世界における協同組

合運動を担う人材育成に貢献してきました。研修員の出身国は約 130 ヶ国にも及んでいますが、

ほとんどの国は家族農業が中心です。今後とも世界の協同組合の仲間と連帯しながら協同組合の

更なる発展と、持続可能な農業の確立に向けた国際協力に貢献していく所存です。 

 

 

 

 

 

֯ SDGs  

 

世界が 2016 年から 2030 年までに達成すべき 17 の環境や開発に関する国際目標。Sustainable 

Development Goals の略称で、日本では「持続可能な開発目標」と訳されています。2015 年 9 月

の国連持続可能な開発サミットで世界 193 か国が合意し、2015 年に達成期限を迎えたミレニアム

開発目標（MDGs：Millennium Development Goals ）の後継として採択されました。地球環境や

気候変動に配慮しながら、持続可能な暮らしや社会を営むための、世界各国の政府や自治体、非政

府組織、非営利団体だけでなく、民間企業や個人などにも共通した目標です。 

 

SDGs17  

https://kotobank.jp/word/%E5%9B%BD%E9%80%A3%E6%8C%81%E7%B6%9A%E5%8F%AF%E8%83%BD%E3%81%AA%E9%96%8B%E7%99%BA%E3%82%B5%E3%83%9F%E3%83%83%E3%83%88-1995775
https://kotobank.jp/word/%E5%9B%BD%E9%80%A3%E6%8C%81%E7%B6%9A%E5%8F%AF%E8%83%BD%E3%81%AA%E9%96%8B%E7%99%BA%E3%82%B5%E3%83%9F%E3%83%83%E3%83%88-1995775
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研修事業報告≫ 

(1)  201 8₴↓ JICA ѩ ʹ 

Ӳֿ ֻ ӓ ˗ ᵣ Ҙ ׄʣ  

 

アジア・太平洋地域から 4 カ国 4 名、アフリ

カ地域から 5 カ国 5 名の行政官が参加した本研

修は、5 月 20 日に来日し、7 月 25 日に離日する

まで、当機関を拠点とし

て、現地研修では宮城県、

愛媛県、そして長野県を

訪問しました。 

宮城県では、2011 年に

発生した東日本大震災か

らの復興という特別な経

験を知る一方で、震災後

の厳しい環境の下で地域

農業を支え、振興してい

く農家（農協組合員）の

力強さを実感し、また訪問した JA 加美よつばで

は、耕種、畜産のみならず農産物加工の取り組み

まで広く学ぶことが出来ました。 

愛媛県では、JA（うま、えひめ中央、周桑）

のみならず行政の協力も得ながら研修を実施し、

直売事業、女性グループの

取り組み、農業の 6 次産業

化の実践、教育、研究開発

など包括的な県の農業振興

について学びました。 

そして、長野県では、農

産物加工と女性起業家の取

り組みがハイライトでした

が、中でも農村女性の起業

例である（有）たんぽぽを

訪問し、研修員は現場の女

性の方々から元気と笑顔をもらった研修になり

ました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ἃ 6 ӓ ˗͈  
 

 

 

JA 愛媛中央会総合企画部 

  協同活動担当部長 黒河 安徳 

  

今回の研修受入にあたり、農業の 6 次産業化や地域振

興をテーマに、愛媛県の特徴を活かすよう以下の行程を

組み立てました。 

愛媛県の農業や JA の概要説明、県行政の担い手育成や研究施設等見学、愛媛県で盛んな JA 農産

物直売所を核とした 3 事例視察〔①JA 周桑（米粉麺の海外進出）、②JA うま（6 次産業化サポートセ

ンター）、③JA えひめ中央（観光地の柑橘アンテナショップ等）〕、JA 系統による大型農畜産物加工

施設見学〔①㈱四国乳業（らくれん牛乳）、②㈱えひめ飲料（POM ジュース）〕を用意しました。 

 JA うま 6 次産業化サポートセンターでは、加工グループとして独り立ちしつつある女性グループ

との交流を行いました。研修員には、高齢女性が活き活きと活躍する加工グループの取り組みが新鮮

に映った様子でした。また、加工グループの皆さんは、自分たちの作った特産のお茶うどんやジェラ

ートが外国の研修員にも受け入れられたことで自信につながるとともに身振り手振りでの楽しい国

際交流の機会となりました。 

 今回の愛媛県での研修が何かのヒントとなり、母国で花開くことを願います。 

 
JA ἃʴẔ̝ ♥Ѧ ֳ 2 ˲  
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201 8 ₴↓ 2 ᶥ ICAặרὕҵ֓ ͝ ʹ 

 

昨年に引き続き、女性リーダーの能力向上を目

的とした標記研修が 7 月 29 日から 14 日間の期

間で実施されました。インド、ラオス、ミャンマ

ー、ネパール、フィリ

ピン、タイ、ベトナム

からやる気に満ちた女

性農協関係者 7 名が来

日し、講義と視察を通

して日本の農協組織や

マーケティング、人材

開発等について知見を

広げました。近郊視察

では山梨県を訪問し、果樹農家さんの協力の下、

JA 南アルプス市の選果場を見学させていただき、

果物の選果基準や選別の仕組みについて学びま

した。現地視察では、JA 神奈川県中央会ならび

に JA 上伊那にご協力いただき、各 JA 組織・女

性組織の役割や取り組みを紹介いただきました。

JA の女性理事や生活部

会の方々と交流する機

会にも恵まれ、実務に

関することのみならず

日本文化についても触

れることができ、研修

員にとって思い出深い

訪問となったようです。

研修最後には、試行錯

誤しながら行動計画を完成させ、8 月 11 日に帰

途につきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

JA ʣ̗ ☻ ᴣ  

 

 

      ICAặר ʹ ֓қ  
 

Ms. Meera Bisht  

KRIB HCO(クリシャク・バラティ協同組合) 

部長補佐 

 

私は、本研修に参加した研修員のうちの一人であり、 

所属先である KRIBHCO (クリブコ)*から推薦を受けて、 

インドから参加しました。前半の 10 日間はタイで、後半は 

日本で研修を行いました。 

タイでの研修は、協同組合の実践的な活動に焦点を当てた内容であり、女性が主となって事業を実施

している先進的な農協を訪問しました。そこでは、資源を効果的に活用し、生産性と質を高く保つこと

で最大限の成果を出せるよう人材開発と研修に力を入れていました。とても勉強になる有益な訪問でし

た。 

日本でのプログラムは研修の目的に相応しい内容が企画されていました。講師の方々は、団結心を持

ち、グループで取り組むことの重要性や組織の目的を達成する上でのそれぞれの役割について強調して

説明してくださいました。また、営農指導や生活指導を始めとした情報共有のための緻密な制度など、

新たな方法についても学ぶことができました。衛生を保つことや規律を守ること、幸福、公正であるこ

との大切さは、IDACA や訪問先の至るところで目にすることができ、職員の方々の満足度の高さを感

じた研修でした。 

*KRIBHCO: クリシャク・バラティ協同組合（肥料製造・供給を主とした協同組合） 

 
ʹᴣ  
Ш ʴẔ  
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 201 8 ₴↓ ᶮ ˗  
Ӳ ὕ ʹ 

 

IDACA はアセアン事務局およびJA 全中と協力

して、標記研修を 2018 年 8 月 19 日より 9 月 1

日まで実施しました。研修員はカンボジア、イン

ドネシア、ラオス、マレーシア、ミャンマー、フ

ィリピン、タイおよびベトナムから合計 20 名が

参加しました。研修の

テーマは(1) 農産物販

売における農業協同組

合（連合会含む）の役

割（フードバリューチ

ェーンの流れ）(2) 農

産物の品質向上・安

心・安全と農協の営農

指導の役割、(3) 市場

流通のしくみと農協直

販事業および農産物直

売所の運営などです。 

日本の農協の概要、

販売事業、営農指導と販売戦略の講義に続き、株

式会社多摩青果、A コープ城山店を訪問しました。

現地研修は茨城県で実施されました。茨城県では

作物別に数多くの農協を訪問して、フードバリュ

ーチェーンの実践や販売戦略、輸出戦略について

学びました。訪問した農協は JA 北つくば、JA 常

総ひかり、JA なめがた、JA 茨城旭村、JA 新ひ

たち野、JA しおさいでした。その他、JA 全農茨

城県本部では森の家庭料理レストランの訪問と

食事、ポケットファームどきどき（農産物直売所）、

パールライス精米工場、

農機部品センター、VF

ステーションを訪問し

ました。JA 茨城県中央

会では、中央会および

茨城県庁農業政策課よ

り茨城県農産物の販売

戦略について説明があ

りました。真夏日が続

く暑い研修期間中でし

たが、研修員は真剣に

視察や講義に取り組み、

それぞれアクションプ

ランを作成しました。また、JA グループ茨城の

ご厚意により、JA のリーダーとの懇親会を開催

していただき、茨城のおいしいものを味わいなが

ら、JA の方々との交流を持てたことは、研修員

にとってかけがえのない思い出となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

    IDACA ʹ֞Њ  
                        

      JA 茨城県中央会 総務企画部 

      次長 佐伯 長哉 

 

この度、アセアン諸国等の視察団の現地研修に、本県 JA グループの取組みを取り入れていただき、

とても光栄な思いでした。 

今回の研修テーマが「農協を通じたフードバリューチェーン構築と実践」であったことから、現地研

修では、茨城農業の中でも特に躍進を続けている園芸地帯の JA の取組みを中心としました。全国トッ

プクラスであるメロン、ピーマン、甘藷等の産地を抱える JA の集荷・選果施設等を多々見ていただき

ましたが、研修の中で参加者に一番伝えたかったことは、そこで活躍する JA 職員の姿勢や熱意でした。 

産地をリードする JA 職員の考え、行動力、リーダーシップが、生産から販売に至るバリューチェー

ンの土台にあり、JA 職員がいなければ現在のバリューチェーンは機能していないと思います。 

今回の研修を通じて、JA 職員の姿勢が参加者の心の中に残り、参加者の出身国の更なる農業発展の

一助となれることを期待しています。 

JA₡ ḹ  
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 201 8 ₴↓ JICA ѩ ʹ (A)  

 

JICA 筑波より受託し 2018 年 8 月 22 日より 9

月 6 日までの期間に実施した本研修は、途上国の政

府機関に所属し農業政策

の企画立案に直接関与し

ている準高級官僚を対象

とした研修であり、日本の

農業政策とその歴史的展

開、日本の農業に関連した

法律的な枠組みや制度、ま

た参加国における農業政

策の現状に関して講義や

視察、討議を通じて理解を

深め自国の農業部門が抱

える課題解決に向けた農

業政策提言を作成することを目的としています。 

本年は、アジア、アフリカの国々から 6 名が参加

し、我が国の農業や農林水産省の概要、現行の農業

政策やその立案プロセス等について学習しました。

農業の現場で視察する現地研修では JICA 筑波か

らほど近い埼玉県を訪問し、埼玉県農林部および

JA 埼玉県中央会の協力の下、

県内の農業・農協の概況や県

の農業振興施策について学び、

埼玉県農業技術研究センター

（玉井試験場）、JA 埼玉中央

と、(有)とうふ工房わたなべ

（農業の 6 次産業化の事例）、

(有)小松沢レジャー農園（グ

リーンツーリズムの事例）等

を視察しました。列島を襲っ

た記録的な猛暑の影響で体調

を崩す研修員もいましたが、

最終的にはすべての研修員が研修で学んだ知見を

取り入れた農業政策提言を完成させ無事に帰国し

ました。 
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 201 8 ₴↓ ICA
ʹ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

Ⱳ ἶ ỡһ Ẻ  

 

埼玉中央農業協同組合 

営農部 担い手サポートセンター 

課長 萩原 貴男(よしお) 

 

研修員の皆さんには本県に 4 日間滞在していただき、埼玉県の農業概況、農業振興施策、研究開

発、技術支援、JA グループさいたまの概況と JA 事業について学習して頂きました。また、滞在

期間が短い中で日本の農業政策に関連した視察先として、JA 埼玉中央及び東松山農産物直売所「い

なほてらす」を研修先とし、お越し頂いた事に感謝申し上げます。 

当 JA での研修では、組合の事業概要及び直売所の運営について説明させて頂きました。研修員

の皆さんが熱心に聞き入る姿を拝見し感銘した事を思い出します。 

説明後の質疑では、農業部門に関する事が多く、農業者の減少、農地維持、耕作放棄地対策、農業

共済、直売所への出荷に関する事、手数料等と様々な質問がされ、自国での農業政策の参考にと熱

心に学ぶ姿にとても好感が持てました。 

その後、農産物加工の研修先として、管内の「有限 

会社とうふ工房わたなべ」に移動し、地域（地元）の 

大豆を使用した素性の分かる豆腐作りをテーマに取り 

組んでいる施設の見学、試食等をさせて頂き、興味深く 

試食されてる姿が印象に残っています。 

私自身にとっても、参加者の皆様の熱い思いに触れ、 

大変貴重な経験をさせて頂いた事を御礼申し上げると 

ともに、研修員の皆様が今後、自国でご活躍すること 

をご祈念致します。 

 

 

˝ ḹ ʝ͈  

ἶ 

 
JA ḩ ʴẔ ( ῇ Ṹ ) 
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 201 8 ₴↓ ICA ʹ 
 

本研修は、農協の組織化が比較的進んだ東南アジ

アの中進国や南アジア諸国を対象として、日本の農

協の販売事業や多角的経営展

開の手法などを学ぶことによ

って、自国での事業強化を図

り、組織の発展と組合員の生

活向上に資することを研修の

目的としています。 

昨年度に続き同じテーマで

第 2 回目として 2018 年 9 月

27 日から 10 月 18 日まで実

施しました。インド、インド

ネシア、マレーシア、モンゴ

ル、フィリピン、ベトナムの 6 カ国から 7 名の研修員

が参加し、農産物が生産され消費者の手に届くまでの

間に、生産者や農協といったプレーヤーが如何にそれ

ぞれの局面で付加価値を付ける活動をしているかの

一連の流れを長野県、群馬県に

訪問させて頂き視察研修の機

会を得、日本の最新の選果施設

や低温貯蔵・輸送などコールド

チェーンシステムなどに加え、

消費者ニーズに合わせた農産

加工や直売所の運営など、幅広

い事例を学ぶことができまし

た。研修員の皆さんの多くが、

アクションプランに盛り込め

切れないほどのアイデアを得

ることができたとの感想を述べていました。 

 

I  

ʹ ֞Њ  

 

           JA 佐久浅間 あさま東部営農センター  

小沼事務所 

所長 井出 英俊 

 

平成 30 年 10 月 9 日東南アジアと南アジア 7 ヵ国（インド・インドネシア・マレーシア・モンゴル・

フィリピン・タイ・ベトナム）の協同組合組織より７名が参加し、当 JA が運営する 道の駅「ヘル

シーテラス佐久南」、野菜集荷所施設、野菜加工センターを視察して頂き、JA 佐久浅間の営農経済事

業への取組み、野菜販売事業に関わる内容を聴講して頂きました。  

前日長野県内に到着後、タイトなスケジュ－ルにも関わら 

ず、研修員の皆さんは熱心に私たちの説明に耳を傾け、また 

各農業関連施設を見学して頂いた際にも多くの質問を受けさ 

せていただきました。  

また、自国と日本との流通・販売、マーケットの違いに 

驚かれた様子も伺えました。各国より来られた研修員が自 

国に戻られ、生産から流通販売への更なる発展に今後活躍 

されることを期待したいと思います。 

現在日本では改正入管法の閣議決定により農業分野にも 

外国人技能実習生の受入れが進みつつあります。日本農業 

の実態と栽培技術が開発途上国にも広がり、各国との支援 

の輪が結びつくのもそう遠くでは無いのかもしれませんね。 

ὤ ↄ ҥ  

ᾱ ( Ṑᾌἧᾶ ) 

 

 

JA ̯ʿ  ᵣ  

Ш ‼ 3 ˲ ˝ї  
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≪来館者報告≫ 
 

Ẏἶ IDACA ֞  
 

NPO法人未来アジア技術フォーラムからの依頼を受け、平成30年9月19日（水）インドの地方都市にある大学
に通う大学生15名を受入れ、IDACA において日本の農業協同組合に関する講義を行いました。この研修は、日
本の文化、仕事の仕方、農業・建設・土木などの分野における日本独自の工夫や新しい技術の活用、行政の支援
などを学び、彼らの今後の人生設計に役立てることを目的としています。IDACA で講義を受け、彼らはインド
の農業や農業協同組合の役割について再度見直すきっかけとなり、農村開発や地域おこしの一助となれば幸いで
す。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 ♥  

 

インターネットの普及によって、ニュースや情報の発信・収集の形態が大きく変わろうとしていま

す。農産物の販売経路も例外ではありません。その一例が 1 月 28 日付けの日本経済新聞に掲載され

ていました。 

英国調査会社のデータによると、アジア主要国では SNS の平均利用時間は一日当たり 2～3 時間台、

中国でも 2 時間と日本の 48 分を大きく上回っているそうです。そこで、タイ政府が果物や米などの

農産物の中国向け輸出を増やそうと、IT 大手・阿里巴巴集団（アリババグループ）の通販サイトに出

店したところ、中国人に人気のタイ産ドリアンが 1 分で 8 万個も売れたとか。 

 タイでは日本企業が中心となって自動車などの製造業の基盤を築いてきましたが、一方で、電子商

取引などデジタル分野については、タイ政府は中国企業の 

アリババに大きな期待を寄せているそうです。こうしたタイ 

の動きをみると、中国の消費パワーのすごさを改めて見せ付 

けられた気がします。世界第 2 位の経済大国になった中国。 

かつてはタイの最大の貿易相手国は日本でしたが、5 年前に 

中国に変わりました。タイをはじめ東南アジア各国は、望む 

か望まざるかは別として、中国への依存を強めて成長を続け 

てきました。その中国は現在、アメリカとの貿易摩擦に直面 

しています。中国経済が冷え込むようなことになれば、ドリ 

アンブームに沸くタイの農村にもその余波が及ぶことになる 

かも知れません。 

̸ ӲҘ ˗ Ẏў ἶ  Ћᴣ ʝ̱ ὕ  

 
▌  

 

 

  


